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利用契約書 

 

            様（以下「ご利用者」という。）と合同法人ぷらむ「ケアプラン相談センター

ぷらむ」（以下、「事業者」という。）は、事業者がご利用者に対して行う居宅介護支援及び介護予防支援に

ついて、次のとおり契約（以下、「本契約」という。）を締結します。 

 

（目的及び内容） 

第１条 事業者は、ご利用者の委託を受けて、ご利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたがって、居宅サ

ービス計画及び介護予防サービス計画の作成を支援し、指定居宅サービス及び指定介護予防サー

ビス等の提供が確保されるようにサービス事業者との連絡調整その他の便宜を図ります。 

  ２ サービス内容の詳細は、「重要事項説明書」に記載のとおりです。 

（契約期間） 

第２条 この契約期間は、契約日からご利用者の要介護認定または要支援認定の有効期間満了日までとし

ます。 

  ２ 上記有効期間満了日の７日前までに、ご利用者から事業者に対して、文書による契約満了の申し

出がない場合は、契約は自動更新されるものとします。 

  ３ 契約期間中に、介護予防サービス計画の変更によって介護予防ケアマネジメントの対象となった

場合は、この契約を一時中止します。同期間中に、再び同計画の変更によって介護予防支援の対象

となった場合は、契約を再開するものとします。 

（介護支援専門員） 

第３条 事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員をご利用者のサービス担当者として任命し、その

選定または交代を行った場合は、ご利用者にその氏名を文書で通知します。 

（居宅サービス計画及び介護予防サービス計画作成の支援） 

第４条 事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス計画及び介護予防

サービス計画の作成を支援します。 

（１） ご利用者の居宅を訪問し、ご利用者及びご家族に面接をして情報を収集し、解決すべき課題を把

握します。 
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（２） 当該地域における指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者に関するサービスの

内容、利用料等の情報を適正にご利用者及びそのご家族に提供し、ご利用者にサービスの選択を

求めます。 

（３） ご利用者は、複数の指定居宅サービス事業者及び介護予防サービス事業者等を紹介するよう求め

ることができます。 

（４） ご利用者は、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者

及び指定介護予防サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます。 

（５） 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ居

宅サービス計画及び介護予防サービス計画の原案を作成いたします。 

（６） 居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス及び指定介護

予防サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用

料等についてご利用者及びそのご家族に説明し、ご利用者から文書による同意を受け付けます。 

（７） その他、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成に関する必要な支援を行います。 

（経過観察、再評価） 

第５条 事業者は、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成後、次の各号に定める事項を介護

支援専門員に担当させます。 

 （１）ご利用者及びそのご家族と毎月連絡を取り、経過の把握に努めます。 

（２）居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅

サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者との連絡調整を行います。 

（３）ご利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅サービス計画及び介

護予防サービス計画の変更の支援、要介護及び要支援認定区分変更申請の支援等の必要な対応を

します。 

（施設入所への支援） 

第６条 事業所は、ご利用者が介護保険施設等への入院または入所を希望した場合、ご利用者に介護保険

施設の紹介その他の支援をします。 

（居宅サービス計画の変更） 

第６条 ご利用者が居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の変更を希望した場合、又は事業者が居

宅サービス計画及び介護予防サービス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者とご利用者双

方の合意をもって居宅サービス計画及び介護予防サービス計画を変更します。 

（給付管理） 
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第８条 事業者は、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成後、その内容に基づき毎月給付管

理票を作成し、鹿児島県国民健康保険団体連合会に提出します。 

（要介護認定及び要支援認定等の申請に係る援助） 

第９条 事業者は、ご利用者が要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認定等」という。）更新申請及び

状態の変化に伴う区分変更の申請を円滑に行えるようご利用者を援助します。 

  ２ 事業者は、ご利用者が希望する場合は、要介護認定等の申請をご利用者に代わって行います。 

（サービス提供の記録等） 

第１０条 事業者は、指定居宅介護支援及び指定介護予防支援の提供に関する記録をつけることとし、こ

れをこの契約終了５年間保管します。 

   ２ ご利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該ご利用者に関する第１項のサービス

実施記録を閲覧できます。 

   ３ ご利用者は、当該ご利用者に関する第１項サービス実施記録の複写物の交付を希望により受け

ることができます。 

   ４ 第１２条第１項から第３項の規定により、ご利用者または事業者が解約を文書で通知し、且つ

ご利用者が希望した場合、事業者は直近の居宅サービス計画又は介護予防サービス計画及びそ

の実施状況に関する書面を作成し、ご利用者に交付します。 

（料金） 

第１１条 事業者が提供する居宅介護支援及び介護予防支援に対するご利用者の料金は、契約書別紙「重

要事項説明書」のとおりです。 

（契約の終了） 

第１２条 ご利用者は、事業者に対して、文書で通知することにより、いつでもこの契約を解除すること

ができます。 

   ２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合、ご利用者に対して、契約終了日の１カ月前までに理

由を示した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。この場合、事業者

は当該地域の他の居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターに関する情報をご利用者に提

供します。 

   ３ 事業者は、ご利用者またはそのご家族等が事業者や介護支援専門員に対して本契約を継続しな

いことのしがたい不信行為を行った場合、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解除

することができます。 

 ４ 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 
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（１） ご利用者が介護保険施設に入所した場合 

（２） ご利用者の要介護認定区分及び要支援認定区分が、非該当（自立）と認定された場合 

（３） ご利用者が医療機関に入院し⾧期の療養が見込まれる場合 

（４） ご利用者が死亡した場合 

（秘密保持） 

第１３条 事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得たご利

用者およびそのご家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は

契約終了後でも同様です。 

   ２ 事業者は、ご利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議などにおいて、ご

利用者の個人情報を用いません。 

   ３ 事業者は、ご利用者のご家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等におい

て、当該ご家族の個人情報を用いません。 

（賠償責任） 

第１４条 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由がない限り賠償責任を

負いません。 

（身分証携行義務） 

第１５条 介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時およびご利用者やご家族から提示を求め

られた時は、いつでも身分証を掲示します。 

（相談・苦情等） 

第１６条 事業者は、ご利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介護支援

及び介護予防支援または居宅サービス計画及び介護予防サービス計画に位置付けた指定居宅サ

ービス及び指定介護予防サービス等に関するご利用者の要望、苦情等に迅速且つ適切に対応し

ます。 

（法令順守） 

第１７条 事業者は、ご利用者より委託された義務を行うにあたっては、法令を遵守し、善良なる管理者

の注意をもってその義務を遂行します。 

（信義誠実の原則） 

第１８条 ご利用者と事業者は、信義誠実を持って本契約を履行するものとします。 

   ２ 本契約の定めがない事項については、介護保険法令その他諸法の定める所を遵守し、双方が誠

意をもって協議の上定めます。 
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（代理人）第１９条 ご利用者は、代理人を選任することができます。ただし、代理人がその代理権を行使

する場合は、事業者に対し、その権限を証する書面を掲示してこれを行うこととします。 

（合意管轄裁判所） 

第２０条 ご利用者と事業者は、この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、ご利用者の住所を所轄

する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 
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重要事項説明書 

  

当事業所は、契約者に対して、事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい

ことを次のとおり説明します。 

１．事業者 

法人名 合同会社ぷらむ 

法人所在地 鹿児島県日置市東市来町養母５４６２番地１ 

電話番号 ０９９－２０８－０４６０ 

代表者氏名 梅木 亮太 

設立年月日 令和６年１２月２６日 

 

２．事業所の概要 

事業所の種類 指定居宅介護支援事業所 

指定介護予防支援事業所 

事業の目的 合同会社ぷらむが設置するケアプラン相談センターぷらむ（以下「事業所」

という。）において実施する指定居宅介護支援事業及び指定介護予防支援事業

（以下「事業」という。）の適切な運営を確保するために必要な人員及び管理

運営に関する事項を定め、事業の円滑な運営管理を図るとともに、要介護状

態及び要支援状態のご利用者の意思及び人格を尊重し、ご利用者の立場に立

った適切な事業の提供を確保することを目的とする。 

事業の運営方針 要介護状態及び要支援状態のご利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮したも

のとし、事業所は、ご利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、ご利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービス

が、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行いま

す。 

また、ご利用者の意思及び人格を尊重し、常にご利用者の立場に立って、ご

利用者に提供される居宅サービス及び介護予防サービス等が特定の種類また

は特定の居宅サービス事業者及び介護予防サービス事業者に不当に偏するこ

とのないよう、公正中立に行い、ご利用者の所在する市町村、在宅介護支援

センター、地域包括支援センター、他の居宅介護支援事業所、介護保険施設

等との連携に努めます。 

事業所の名称 ケアプラン相談センターぷらむ 
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事業所所在地 鹿児島県日置市伊集院町郡１５００番地４ T-line１０３号 

電話番号 ０９９－２０８－０４６０ 

管理者 梅木 亮太 

開設年月日 令和７年４月１日 

３．事業実施地域及び営業時間帯 

（１）通常の事業の実施地域 

   日置市、鹿児島市、いちき串木野市 

（２）営業日及び営業時間 

営業日 月曜日から金曜日（ただし、土曜・日曜・祝日、８月１４日から８月１５

日、１２月３０日から１月３日は除く） 

営業時間 午前９時００分から午後５時００分 

（緊急の場合及びご利用者の希望がある場合にはこの限りではありません。） 

 

４．職員の体制 

職種 人員 職務の内容 

管理者 

 

常勤１名 

介護支援専門員と 

兼務 

１ 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行う。 

２ 従業者に法令等の規定を遵守させるため必要な指

揮命令を行う。 

介護支援専門員 

 

１名以上 

内、１名管理者と 

兼務 

 

 

居宅介護支援業務及び介護予防支援業務を行う。 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）サービスの内容 

① 居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成 

   ご利用者のご家庭を訪問して、ご利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握した上で、居宅

サービス、介護予防サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「指定居

宅サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、居宅サービス計画及

び介護予防サービス計画を作成します。 
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＜居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成の流れ＞ 

② 居宅サービス計画及び介護予防サービス計画作成後の便宜の供与 

・ご利用者及びそのご家族等、指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者等との連絡を

継続的に行い、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の実施状況を把握します。 

・居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サー

ビス事業者及び指定介護予防サービス事業者等との連絡調整を行います。 

・ご利用者の意思を踏まえて、要介護及び要支援認定の更新申請等に必要な援助を行います。 

③ 居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の変更 

ご利用者が居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の変更を希望した場合、又は事業者が居宅

サービス計画及び介護予防サービス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者とご利用者双方の

合意に基づき、居宅サービス計画及び介護予防サービス計画を変更します。 

④ 介護保険施設への紹介 

ご利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合、又はご利用者が介

護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行

① 事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成に関する

業務を担当させます。 

② 居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における指定居

宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等情報を

適正にご利用者又はそのご家族等に対して提供して、ご利用者にサービスの選択を求めます。 

③ 介護支援専門員は、ご利用者及びそのご家族の置かれた状況等を考慮して、ご利用者に提供され

るサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ居宅サービ

ス計画及び介護予防サービス計画の原案を作成します。 

④ 介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の原案に盛り

込んだ指定居宅サービス及び指定介護予防サービス等について、保険給付の対象となるか否か

を区分した上で、その種類、内容、利用料等についてご利用者及びそのご家族等に対して説明

し、ご利用者の同意を得た上で決定するものとします。 
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います。 

（２）サービス利用料金 

要介護または要支援認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるため自己負担はあり

ません。サービス利用票が作成されなかった月やサービス利用実績の無い月は、利用料は発生しま

せん。ただし、病院若しくは診療所又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設から退

院又は退所する方で、医師が回復の見込みがないと診断した場合、必要なケアマネジメントを行

い、請求に必要な書類の整備を行っている場合は利用料が発生します。 

※保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなった場合、1 カ月につき要介護度に応じて下

記のサービス利用料金の全額を一旦お支払い下さい。 

区分・要介護度 基本単位 利用料 

介護予防

支援費

（Ⅱ） 

指定居宅介護支援事業所が行う

場合 

 

要支援１・２ 

 

４７２ 

 

４，７２０円/月 

 

 

 

 

居宅介護

支援費

（Ⅰ） 

（i）介護支援専門員１人あたり

の利用者数が４５未満又は４５

以上である場合においての、４

５未満の部分 

要介護１・２ １０８６ １０，８６０円/月 

要介護３・４・５ １４１１ １４，１１０円/月 

（ⅱ）介護支援専門員１人あた

りの利用者数が４５以上である

場合においての、４５以上６０

未満の部分 

要介護１・２ ５４４ ５，４４０円/月 

要介護３・４・５ ７０４ ７，０４０円/月 

（ⅲ）介護支援専門員１人あた

りの利用者数が４０以上である

場合においての、６０以上の部

分 

要介護１・２ ３２６ ３，２６０円/月 

要介護３・４・５ ４２２ ４，２２０円/月 

 

 

 

 

居宅介護

支援費

（Ⅱ） 

（i）介護支援専門員１人あたり

の利用者数が５０未満又は５０

以上である場合においての、５

０未満の部分 

要介護１・２ １０８６ １０，８６０円/月 

要介護３・４・５ １４１１ １４，１１０円/月 

ⅱ）介護支援専門員１人あたり

の利用者数が５０以上である場

合においての、５０以上６０未

満の部分 

要介護１・２ ５２７ ５，２７０円/月 

要介護３・４・５ ６８３ ６，８３０円/月 

（ⅲ）介護支援専門員１人あた

りの利用者数が４５以上である
要介護１・２ ３１６ ３，１６０円/月 
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場合においての、６０以上の部

分 
要介護３・４・５ ４１０ ４，１００円/月 

 

※ 当事業所が運営基準減算（居宅介護支援の業務が適切に行われない場合の減算）に該当する場合

は、上記金額の５０/１００となります。また、2 カ月以上継続して該当する場合には、算定し

ません。 

※ 居宅介護支援費（Ⅰ）で、取扱件数が４５以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当て、

４５件目以上になった場合に居宅介護支援費（Ⅰ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※ 居宅介護支援費（Ⅱ）で、取扱件数が５０以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当て、

５０件目以上になった場合に居宅介護支援費（Ⅱ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※ 居宅介護支援費（Ⅱ）は、ケアプランデータ連携システムの活用及び事務員の配置を行ってお

り、月の末日において市町村又は国民健康保険団体連合会に対し、法定代理受領サービスとして

位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出している場合に算定します。 

※ 当事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは当事業所と同一

建物に居住するご利用者又は当事業所における一月当たりのご利用者が同一の建物に２０人以上

居住する建物に居住するご利用者にサービス提供を行った場合は、上記金額の９５/１００とな

ります。 

※ 特定事業所集中減算（居宅サービスの内容が特定の事業者に不当に偏っている場合の減算）に該

当する場合は、上記金額より２，０００円を減額することとなります。 

※ 虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に

開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１

回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いて

いない事実が生じた場合は、上記金額の９９/１００となります。 

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が

未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、上記金額の

９９/１００となります。 

加算 基本単位 利用料 算定回数等 

初回加算 ３００ ３０００円 １月につき 

特定事業所加算（Ⅰ） ５１９ ５１９０円 

１月につき 
特定事業所加算（Ⅱ） ４２１ ４２１０円 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３ ３２３０円 

特定事業所加算（A） １１４ １１４０円 

特定事業所医療介護連携加算 １２５ １２５０円 １月につき 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０ ２５００円 ご利用者が病院又は診療所に入院日

に、必要な情報提供を行った場合（１

月につき）※運営規定に定める営業時
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間終了後又は営業日以外の日に入院し

た場合であって、当該入院した日の翌

日は可 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００ ２０００円 ご利用者が病院又は診療所に入院して

から３日以内に、必要な情報提供を行

った場合（１月につき）※運営規定に

定める営業時間終了後又は営業日以外

の日に入院した場合であって、当該入

院した日の翌日は可 

退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０ ４５００円 病院職員等から必要な情報の提供をカ

ンファレンス以外の方法により１回受

けた場合（入院又は入所期間中１回を

限度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００ ６０００円 病院職員等から必要な情報の提供をカ

ンファレンスにより１回受けた場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００ ６０００円 病院職員等から必要な情報の提供をカ

ンファレンス以外の方法により２回以

上受けた場合（入院又は入所期間中１

回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０ ７５００円 病院職員等から必要な情報の提供をカ

ンファレンス以外の方法により２回受

けた（内１回はカンファレンスによ

る）場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 

退院・退所加算（Ⅲ） ９００ ９０００円 病院職員等から必要な情報の提供をカ

ンファレンス以外の方法により３回以

上受けた（内１回はカンファレンスに

よる）場合 

（入院又は入所期間中１回を限度） 

通院時情報連携加算 ５０ ５００円 ご利用者１人につき１月に１回が限度 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２００ ２０００円 １月につき（２回を限度） 

ターミナルケアマネジメント加算 ４００ ４０００円 １月につき 

※ 初回加算は、新規に居宅サービス計画及び介護予防サービス計画を作成した場合や要支援者が要

介護認定を受けた場合、要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成

した場合に算定します。 

※ 特定事業所加算は、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価する観点から、中重

度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、地域全体のケ
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アマネジメントの質の向上を目指した対応を行っている事業所に認められる加算です。 

※ 特定事業所医療介護連携加算は、前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所

加算の算定に係る病院等との連携の回数が３５回以上であり、同期間の間においてターミナルケ

アマネジメント加算を５回以上算定している場合で、特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）を

算定している場合に算定します。 

（なお、経過措置として、令和７年３月３１日までの間は、従前のとおり算定回数が５回以上の

場合に要件を満たすこととし、同年４月１日から令和８年３月３１日までの間は、令和６年３月

におけるターミナルマネジメント加算の算定回数に３を乗じた数に令和６年４月から令和７年２

月までの間におけるターミナルマネジメント加算の算定回数を加えた数が１５回以上である場合

に要件を満たすこととする。） 

※ 入院時情報提供連携加算は、ご利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、ご利用者の心身

の状況や生活環境等の必要な情報を提供した場合に算定します。 

※ 退院・退所加算は、病院・介護保険施設等に入院、入所していたご利用者が退院又は退所し、居

宅において居宅サービスを利用する場合に、当事業所の介護支援専門員が当該病院等職員と面談

を行い、ご利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画の作成及びサービス

の調整を行った場合に算定します。情報提供の回数・方法により算定区分が異なります。 

※ 通院時情報連携加算は、利用者が病院又は診療所で医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護

支援専門員が同席し、医師等に対して必要な情報提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から

必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合に、算定します。 

※ 緊急時等居宅カンファレンス加算は、病院又は診療所の求めにより医師又は看護師等と共にご利

用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要なサービスの調整を行った場合に算定しま

す。 

※ ターミナルケアマネジメント加算は、終末期の医療やケアの方針に関する当該ご利用者又はその

ご家族の意向を把握した上で、そのご家族の同意を得て、ご利用者の居宅を訪問し、ご利用者の

心身の状況、環境の変化等を把握し、主治医や居宅サービス事業者に情報提供するなどの適切な

支援を行った場合に算定します。 

※ 地域区分別の単価（その他１０円）を含んでいます。 

（３）交通費 

   前項３（１）のサービスを提供する地域にお住いの方は無料です。               

それ以外の地域の方は、通常の事業の実施地域を越えた地点から片道２０キロメートル未満は無

料。通常の事業の実施地域を越えた地点から片道２０キロメートル以上の場合５００円の交通費を

いただきます。また、公共交通機関を使用した場合はその実費をいただきます。 

（４）その他の料金 

  ご利用者の希望によりサービス提供記録等の複写物を希望される場合は、１部につき１０円いただ
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きます。ただし、閲覧は無料です。 

６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。                                                          

ご利用者が入院した際は、入院先医療機関に担当介護支援専門員の氏名等を伝えて下さい。 

 （２）介護支援専門員の交替 

① 事業者からの介護支援専門員の交替                                           

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。介護支援専門員を交替する場

合は、ご利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

② ご利用者からの交替の申し出                               

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適当と認

められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専門員の交替

を申し出ることができます。ただし、ご利用者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

７．サービス提供における事業者の義務 

当事業所では、ご利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

（１）ご利用者に提供した指定居宅介護支援及び指定介護予防支援について記録を作成し、その完結の日

から５年間保管するとともにご利用者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

（２）ご利用者が他の居宅介護事業者及び介護予防事業者の利用を希望する場合その他ご利用者から申し

出があった場合には、ご利用者に対し、直近の居宅サービス計画、介護予防サービス計画及びその

実施状況に関する書類を交付します。 

（３）従業員は、居宅介護支援及び介護予防支援を提供する上で知り得たご利用者及びそのご家族等に関

する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。                                                      

事業者は、その従業員が退職後においても、在職中に知り得たご利用者及びそのご家族等に関する

事項を漏らすことがないよう必要な措置をとります。                                                         

事業者は、サービス担当者会議等において、ご利用者の個人情報を用いる場合には、当該ご利用者

の同意をあらかじめ文書により得るものとし、ご利用者のご家族の個人情報を用いる場合には利用

者のご家族に文書にて同意を得ます。 

（４）事業者は、ご利用者やそのご家族に対して、ケアプランに位置づける指定居宅サービス等につい

て、複数の事業者を紹介し、また、当該事業所をケアプランに位置づけた理由を説明します。 

（５）事業者は、ケアマネジメントの公正中立性の確保を図るため、以下の情報について、介護サービス

情報公表制度等において公表します。 
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 ア 前６カ月に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の各サービスの利用割合 

 イ 前６カ月に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸

与の各サービスの、同一事業者によって提供されたものの割合 

８．サービス利用をやめる場合（契約の終了について）  

（１）契約の有効期間は、契約締結の日からご利用者の要介護または要支援認定の有効期間満了日までで

すが、有効期間満了の７日前までにご利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に

同じ条件で更新され、以後も同様となります。                                                                        

契約期間中に、介護予防サービス計画の変更によって介護予防ケアマネジメントの対象となった場

合は、この契約を一時中止します。同期間中に、再び同計画の変更によって介護予防支援の対象と

なった場合は、契約を再開するものとします。                                            

契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮

にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。 

 ① ご利用者が死亡した場合                                  

② 要介護または要支援認定により利用者の心身の状況が非該当（自立）と判定された場合 

③ ご利用者が介護保険施設や医療施設に１年以上入所又は入院した場合 

④ ご利用者が介護サービスを利用しなくなってから１年が経過した場合 

⑤ 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

⑥ 当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑦ ご利用者から解約又は契約解除の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください。） 

（２） ご利用者からの解約・契約解除の申し出 

契約の有効期間であっても、ご利用者から利用契約を解約することができます。その場合には、契

約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知してください。                                        

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができます。 

① 事業者が作成した居宅サービス計画及び介護予防サービス計画に同意できない場合 

② 事業者若しくは介護支援専門員が正当な理由なく本契約に定める居宅介護支援を実施しない場合 

③ 事業者若しくは介護支援専門員が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者若しくは介護支援専門員が故意又は過失によりご利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又

は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 
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（３）事業者からの契約解除の申し出 

   以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。 

① ご利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又

は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② ご利用者又はその身元引受人ないしご家族、その他関係者が故意に法令違反その他著しく常識を逸

脱する行為をなし、事業者の事前の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を

達することが著しく困難となった場合  

（４）契約の終了に伴う援助 

   契約が終了する場合には、事業者はご利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な

援助を行うよう努めます。  

９．事故発生時及び緊急時の対応方法 

訪問時において、事故が発生した場合には速やかに市町村、ご利用者のご家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じ事故の状況や、その事故に際してとった処置について記録を行います。また、ご

利用者の病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずる

とともに、管理者に報告、指示を仰ぎ、必要な措置を講じます。   

１０．業務継続計画の策定等 

（１）感染症に係る業務継続計画及び災害に係る業務継続計画を作成します。 

（２）感染症及び災害に係る研修を定期的（年１回以上）に行います。 

（３）感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、訓練を実施します。 

１１．衛生管理等 

（１）感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を設置します。 

（２）感染症の予防及びまん延の防止のための指針を作成します。 

（３）感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を実施します。 

（４）介護支援専門員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（５）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

１２．職場におけるハラスメントの防止について 

   事業者は、介護現場で働く職員の安全確保として安心して働き続けられる労働環境が築けるようハ

ラスメントの防止に向け取り組みます。 
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１３．人権擁護と虐待防止について 

   当事業所では、ご利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者  梅木 亮太 

（２）虐待防止のための指針を整備しています。 

（３）成年後見制度の利用を支援します。 

（４）苦情解決体制を整備しています。 

（５）身体拘束適正化のための指針を整備しています。 

（６）従業者に対する虐待防止・身体拘束適正化の委員会及び啓発するための研修を定期的に行います。 

（７）従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者がご利用者等の権利

擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

（８）サービス提供中に、当事業所の従業者又は養護者（現に養護しているご家族・ご親族・同居人等）

による虐待や身体拘束を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村等に

通報します。 

１４．苦情の受付について 

（１）当事業所における苦情やご相談は、下記で受け付けます。 

窓口担当 管理者  梅木 亮太 

苦情解決責任者 管理者  梅木 亮太 

電話番号 ０９９－２０８－０４６０ 

受付時間 平日（月～金） 午前９時００分～午後５時００分 

（２）その他 

   当事業所以外に、下記の相談・苦情窓口等に苦情申立を行うことができます。 

◆日置市役所 市民福祉部介護保険課給付係 

電話番号 ０９９-２７２－０５０５ 

FAX 番号 ０９９－２７３－３０６３ 

受付時間 平日（月～金） 午前８時３０分～午後５時１５分 

所在地 日置市伊集院町郡一丁目１００番地 
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◆鹿児島県国民健康保険団体連合会 介護保険課介護相談室 

電話番号 ０９９－２１３－５１２２ 

FAX 番号 ０９９－２５０－４３０７ 

受付時間 平日（月～金） 午前９時００分～午後５時００分 

所在地 鹿児島市鴨池新町６番６号 

 

◆鹿児島県社会福祉協議会事務局 ⾧寿社会推進部福祉サービス運営適正化委員会 

電話番号 ０９９－２８６－２２００ 

FAX 番号 ０９９－２５７－５７０７ 

受付時間 平日（月～金） 午前９時００分～午後４時００分 

所在地 鹿児島市鴨池新町１番７号 

 

１５．第三者評価の実施状況 

   実施なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 

サービス利用に係る個人情報の利用に関する同意書 

 

居宅介護サービス（介護予防サービス）を受けるために必要な私個人及び家族・代理人の情報を、居宅

介護支援事業者（介護予防支援事業者）及び居宅介護サービス事業者（介護予防サービス事業者）が利用

することについて同意します。 

 

 

【個人情報の利用目的】                                    

当事業所では、個人情報を業務上必要な範囲において利用します。下記、目的以外には利用しません。 

 

記 

 

①ご利用者に提供する介護サービス 

②サービス利用料請求のための業務 

③当法人の行う管理運営業務（会計・経理・事故報告・サービスの質向上等） 

④他の医療機関・介護機関との連携 

⑤ご家族等への状況説明 

⑥行政機関等、法令に基づく照会・確認 

⑦賠償責任保険等に係わる専門機関、保険会社への届出、相談 

⑧その他公益に資する運営事務                                               

（基礎資料の作成、研修等での症例発表、学生等の実習への協力、職員研修等） 

 

 以上   
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 事業所より上記の契約・重要事項の内容及び個人情報の利用の説明を受け、サービス提供開始に同意い

たしました。                                               

並びに事業所より上記の契約・重要事項の内容及び個人情報利用の説明を行いました。           

以上の契約及び同意を証するため、本書２通を作成し、ご利用者及び事業者が記名の上、各１通を保有す

るものとします。                                              

但し、ご利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、ケ

アプランや契約書、重要事項説明書等におけるご利用者等への説明・同意について                           

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を可能とします。                                          

イ ご利用者等の署名・押印について、求めないことを可能とします。 

契約締結日  令和   年   月   日 

事業者   住  所   日置市伊集院町郡１５００番地４ T-line１０３号 

      事業所名   合同会社ぷらむ ケアプラン相談センターぷらむ 

      代 表 者   代表社員 梅木 亮太 

      説 明 者   [職名] 介護支援専門員               

                                  

利用者   住  所                                   

      氏  名                                

電  話                                

 

利用者家族  住  所                                   

      氏  名                                

電  話                                

 

代理人   住  所                                   

      氏  名                                

電  話                                

       本人との続柄                              

署名代行理由                              
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重要事項説明書別紙 

 

① 前６か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスの利用割合 

訪問介護 ０％ 

通所介護 ０％ 

地域密着型通所介護 ０％ 

福祉用具貸与 ０％ 

 

② 前６か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の各サービスごとの同一事業所によって提供されたものの割合（上位３位まで） 

訪問介護 ０％ ０％ ０％ 

通所介護 ０％ ０％ ０％ 

地域密着型通所介護 ０％ ０％ ０％ 

福祉用具貸与 ０％ ０％ ０％ 

 

③ 判定期間 令和 6 年度 

 前期 ３月１日～８月末日 

■ 後期 ９月１日～２月末日 


